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する。 催した。
・国内では大学、研究機関等
３機関において約５００名
を対象に検索方法等のデモ
ンストレーションを行っ
た。
・海外ではハワイ、インドネ
シア、マレイシア、韓国の
関係機関において日本研究
者等約３００名を対象に、
計１０回のセミナー、デモ
ンストレーションを行っ
た。
・国内で開催された学会、シ
ンポジウムにおいて３００
名を対象に計４回の講演及
びデモンストレーションを
行った。
・各種広報活動の結果、平成
１６年度ホームページへの
アクセス件数は６８０，３
３０件（対前年度８６．０
％増）を記録した。
詳細は報告書71頁～75頁

『広報活動の充実』に記述。

② アジア歴史資料データベ
ースの構築

ⅰ）データベース構築計画に ・構築計画（2,730,000コ １００ ７５％ ２５％ ２５ ７５％以上１００％未満 Ｂ
基づき、館及び外務省外交 マ）に対する進捗状況 ％以上 以上 以上 ％未満 ・構築計画の９５％に当たる

史料館、防衛庁防衛研究所 １００ ７５％ ２６０万コマを３機関より

図書館（以下「所蔵機関」 ％未満 未満 入手。

という。）が平成15年度に ・内訳は館より４６万コマ、
デジタル化したアジア歴史 防衛研究所図書館より１２
資料の提供を受ける。 ９万コマ、外交史料館より

８５万コマ。
詳細は報告書７６頁『①

３機関からのデータの入手
状況』に記述。

・入手の状況 ・独立行政法人からの説明等を受け、分科 ・防衛研究所図書館、外交史 Ａ
会委員の協議により判定する。 料館からの入手数が計画数

を下回ったが、館からの前
倒し分４６万コマの入手に
より構築計画に近づけた。

・入手時期については防衛研
究所、外交史料館より第２
四半期に入手、館より第３
四半期に前倒し分を入手。
詳細は報告書７６頁『①

３機関からのデータの入手
状況』に記述。

ⅱ）所蔵機関から提供された ・画像変換・目録作業の １００ ７５％ ２５％ ２５ 100%以上 Ａ
アジア歴史資料の画像変換 処理状況 ％以上 以上 以上 ％未満 ・（ⅰ）において提供を受けた

や目録作成等の必要な基礎 １００ ７５％ ２６０万コマは画像変換と

作業を速やかに行う。 ％未満 未満 目録作成作業を一括契約す

また、その後データ確認 ることで、作業の効率化を

作業を行い、可能なものか 図り、平成１６年度内に全

ら速やかに順次データベー て終了した。

スに投入し、利用者に提供
する。
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・データベースへの投入 ・独立行政法人からの説明等を受け、分科 ・平成１５年度作業分の２７ Ａ
状況 会委員の協議により判定する。 ５万コマのうち１３５万コ

マを第一四半期、１４０万
コマを第二四半期に公開し
た。
また、平成１６年度作業分
の２６０万コマを第四四半
期にをデータベースへ投
入。既公開分４６５万コマ
と併せ累計１，０００万コ
マを年度内に公開した。

ⅲ）また、所蔵機関が平成16 ・入手の状況 ・独立行政法人からの説明等を受け、分科 ・平成１６年度作業分４６万 Ａ
年度中にデジタル化を図る 会委員の協議により判定する。 コマを館より早期入手。

アジア歴史資料について提
供を受け、上記作業に着手 ・画像変換等の作業状況 ・独立行政法人からの説明等を受け、分科 ・平成１６年度中に、画像変 Ａ
する。 会委員の協議により判定する。 換、目録作成及びデータへ

の投入を終了した。

③ 利用者の利便性向上のた
めの諸方策

ⅰ）モニター制度やホームペ ・情報収集及び分析の状 ・独立行政法人からの説明等を受け、分科 ・利用者モニター制度により Ａ
ージからの意見聴取等を通 況 会委員の協議により判定する。 モニターアンケート（89人

じて利用者の動向、ニーズ 中78人（88%））を実施した。

等の必要な情報収集・分析 評価は５段階評価で『４．

を引き続き行う。 １９』と高い評価を受けた。
高い評価の理由として、公
開資料が無料であること、
特別展の開催等があげられ
る。また、利用者拡大のた
めの広報の充実、利便性向
上のための不断の改良を求
める等の意見も寄せられた。
アンケート結果はセンター
ホームページに掲載した。
《資料４－７参照》
・月毎の利用統計データ及び
インターネット広告などの
アクセス解析ツールを通じ
て、利用者の動向及びニー
ズ等の情報収集、分析を実
施。
詳細は報告書７８頁『利

用者動向、ニーズ等情報収
集分析』に記述。

ⅱ）利用者の拡充を図るため、・調査の内容 ・独立行政法人からの説明等を受け、分科 ・センターにおける更なる利 Ａ
国内外において利用者実態 会委員の協議により判定する。 用者拡大を図るため、海外

調査を前年度に引き続き実 では米国、インドネシア、

施する。 マレイシア、韓国において
利用実態調査を実施。また、
国内においても大学、研究
機関でのデモンストレーシ
ョンや学会出席の際に関係
者との意見交換を通じ、利
用実態の把握に努め、今後
の利用者の拡大や継続的な
利用促進の検討に役立てた。
詳細は報告書７２頁「(2)
セミナー・説明会等の実施」
に記述。
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ⅲ）上記ⅰ）、ⅱ）を踏まえ、 ・システム等の見直し状 ・独立行政法人からの説明等を受け、分科 ・上記ⅰ）ⅱ）の結果を踏ま Ａ
ホームページ及び検索シス 況 会委員の協議により判定する。 え、利用者の視点に立ち、

テムの随時見直しを行い、 ホームページを明るく機能

引き続き利用者の視点に立 的なものに変更した。

った情報提供サービスを積 ・リンク先の拡充を図った。

極的に行う。 ・『日本語五十音検索』機能を
追加した。
詳細は報告書７８頁『（２）
ホームページ、検索システ
ム等の見直し』に記述。

ⅳ）センターの情報提供シス ・画像提供システム等の ・独立行政法人からの説明等を受け、分科 ・平成１８年１０月に予定し Ａ
テムが４年目となり、シス 状況調査の状況 会委員の協議により判定する。 ている新システムへの移行

テム環境が大幅に変化して を踏まえ、現システムの客

いる状況にかんがみ、最新 観的な評価を行い、より先

のデジタル情報技術に即応 進的な次期情報システムの

できるよう画像提供システ コンセプト、要件を検証す

ム等の状況調査を行い、セ るための調査を行った。

ンターの次期情報提供シス 詳細は報告書７９頁『（４）

テムの検討に着手する。 次期システムへの移行のた
めの調査』に記述。

ⅴ）インターネットによる安 ・セキュリティ維持のた ・独立行政法人からの説明等を受け、分科 ・ファイヤーウォール防御設 Ａ
定的な情報提供を実現する めの措置 会委員の協議により判定する。 定を常に更新した。
ため、引き続きセキュリテ ・情報提供回線を２回線に保
ィの維持に努める。 つとともに

・データ消失防止のためデー
タの分散管理を行った。
詳細は報告書７８頁

『（３）障害時に即応でき
る管理体制の確立』に記述。

３ 予算（人件費の見積りを含 ３ 予算（人件費の見積りを含 ・予算、収支計画、資金 ・独立行政法人からの説明等を受け、分科 ・｢平成１６事業年度財務諸 Ａ
む。）、収支計画及び資金計画 む。）、収支計画及び資金計画 計画に対する実績額 会委員の協議により判定する。 表｣及び「平成１６事業年度

計画予算・収支計画･資金計

別紙のとおり。 別紙のとおり。 画及び実績」参照。

・年度計画に定める予算に対
する決算において、差額が
生じているが、「公文書等保
存利用経費」における差額
は、デジタルアーカイブﾞ化
推進経費においてシステム
の検索機能充実など利用者
の利便性向上のための経費
として使用したことによる
執行増であり、「アジア歴史
資料情報提供事業費」にお
ける差額は、一般競争入札
の実施、一括契約による効
率化等による執行残である。
また、人件費における差額
は、役職員の退職手当が発
生しなかったこと等による
執行残である。

４ 短期借入金の限度額短期借入 ４ 短期借入金の限度額 ・短期借入金の発生状況 ・独立行政法人からの説明等を受け、分科 ・実績なし。 －
金の限度額は、７４，０００， 短期借入金の限度額は、68,000, 会委員の協議により判定する。

０００円とし、運営費交付金の 000円とし、運営費交付金の資金
資金の出入に時間差が生じた場 の出入に時間差が生じた場合、
合、不測の事態が生じた場合等 不測の事態が生じた場合等に充
に充てるために用いるものとす てるために用いるものとする。
る。
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５ 重要な財産の処分等に関する ５ 重要な財産の処分等に関する
計画 計画
重要な財産の処分等に関する 処分等を行う見込みはない。
計画の見込みはない。

６ 剰余金の使途剰余金は、２(1) ６ 剰余金の使途 ・剰余金の発生状況及び ・独立行政法人からの説明等を受け、分科 ・目的積立金（通則法第４４ Ａ
④及び(2)に係る業務並びに新 国立公文書館法（平成11年法律 使途、管理状況 会委員の協議により判定する。 条第３項積立金）

たに行う必要が生じた業務に充 第79号）第12条に規定する積立 発生なし

てるものとする。 金の処分を行う。 （参考）利益剰余金（通則法
第４４条第１項積立金）

・発生状況：
平成１３年度：発生
平成１４年度：なし
平成１５年度：なし
平成１６年度：発生
（平成１６年度に発生した
利益 約８６百万円の発生原
因は、中期目標期間の最終
年度における利益処分を行
うための運営費交付金債務
の収益化等によるもの。）

・使途：前年度までの積立金
と合わせた約３６３百万円
については、国立公文書館
法第１２条及び政令に基づ
き国庫に納付。

・管理状況：国庫納付までの
間は、普通預金にて管理。

７ 施設・設備に関する計画 ７ 施設・設備に関する計画
施設・設備に関する計画の見 計画はない。
込みはない。

８ 人事に関する計画 ８ 人事に関する計画 ・効率的・効果的な組織 ・独立行政法人からの説明等を受け、分科 ・デジタルアーカイブ・シス Ａ
(1) 方針 業務の計画的かつ円滑な執行 編成や人員配置等の実 会委員の協議により判定する。 テム構築に当たり、人員配
① 管理部門の効率化による 及びその効率化を図るため、業 施状況（期首、期末の 置の見直しを行った結果、
人員の抑制 務量等を考慮した人員の適正配 管理部門の常勤職員数） 中期計画期初(13年4月)の
② アジア歴史資料センター 置を行うとともに、非常勤職員 管理部門常勤職員数(11名)
の開設への対応（３人増員） の活用を図る。 が平成16年度末には10名と

(2) 人員に係る指標 また、関係省庁又は民間など なり、中期計画に示された
期末の管理部門の常勤職 において実施する研修等に職員 管理部門の常勤職員数を期
員数を期初の９０パーセン を積極的に参加させ、資質の向 初の90％とすることを達成
トとする。 上を図る。 した。

・詳細は別紙参照。

・研修内容 ・独立行政法人からの説明等を受け、分科 ・内部又は民間等で実施した Ａ
会委員の協議により判定する。 研修等に職員を積極的に参

加させ、資質の向上を図っ
た。
詳細は報告書12頁「①職

員の能力、資質等の向上を
図るための措置」に記述。

※ 項目別評価表の自己評価は、独立行政法人が自ら定めた年度計画をどの程度執行したかについて自ら評価したものであり、評価委員会が業務実績評価を行う際の重要な判断材料となるものである。
評価委員会は、独立行政法人が行った定量的な指標に基づく自己評価については、自己評価に誤りがないか、指標に基き適切な自己評価をしているか等について調査・分析を行い、評価委員会として
評価を行った。定性的な指標に基づく自己評価については、あくまで評価の際の参考とし、評価委員会において評価基準に基づき評価を行った。


